
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の
申請等手続要領
	（凡例）

　法　：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

　　　　（平成18年法律第77号）

　条例：幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例
　　　　（平成18年愛知県条例第60号）
　規則：認定こども園の認定及び認可に関する規則

　　　　（平成18年愛知県規則第94号）


第１　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（以下「認定こども園」という。）の認定（法第３条第１項及び第３項関係）
幼稚園、保育所及び保育機能施設（以下「保育所等」という。）のうち、次の１及び２の機能を備える施設であって、県の条例で定める施設の設備及び運営の基準に適合するものは、知事から認定こども園の認定を受けることができること。

１　就学前の子どもに対する教育及び保育を一体的に提供する機能、すなわち保育を必要とする子どもも、保育を必要とする子ども以外の子どもも受入れて教育及び保育を一体的に提供する機能

２　地域における子育て支援を行う機能、すなわちすべての子育て家庭を対象に、子育て不安に対応した相談や親子のつどいの場等を提供する機能
　

具体的には、保育所等の施設が単独でその機能を拡充することにより、こうした機能を備える場合には法第３条第1項の規定による認定を、幼稚園と保育機能施設という異なる機能を有する二つの施設が連携することにより、相互に不足する機能を補完する場合には法第３条第３項の規定による認定を受けることができること。

第２　用語の定義
１　保育機能施設
法における用語の定義としては、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち、同法第３９条第１項に規定する業務を目的とするものをいうが、次の施設は含まれないこと。（法第２条第４項及び省令第1条）
(1)　1日に保育する子どもの数が５人以下の小規模施設

(2)　事業所内保育施設

(3)　事業者が顧客のために設置する施設

(4)　親族間の預かり合い
(5)　半年を限度に臨時に設置される施設
２　子育て支援事業
子育て支援事業とは、次の事業をいう。（法第２条第１２項及び省令第２条）
(1)　地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

(2)　地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

(3)　保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定こども園又はその居宅において保育を行う事業

(4)　地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個人との連絡及び調整を行う事業

(5)　地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業
３　保育を必要とする子ども
保護者のいずれもが下記の事由により家庭において必要な保育を受けることが困難である乳児又は幼児をいう。（児童福祉法第６条の３第９項第１号、子ども・子育て支援法第１９条第１項第２号）
(1)　１月において、４８時間から６４時間までの範囲内で月を単位に市町村が定める時間以上　労働することを常態とすること。

(2)　妊娠中であるか又は出産後間がないこと。

(3)　疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。
(4)　同居の親族を常時介護又は看護していること。
(5)　震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。

(6)　求職活動を継続的に行っていること。

(7)　教育施設に在学していること。

(8)　職業訓練を受けていること。

(9)　児童虐待を行っている又は再び行われるおそれがあると認められること。

(10)　配偶者からの暴力により小学校就学前子どもの保育を行うことが困難であると認められること。

(11)　育児休業をする場合であって、保護者の育児休業に係る子ども以外の小学校就学前子どもが認定こども園等を利用しており、育児休業の間に認定こども園等を引き続き利用することが必要であると認められること。

(12)　上記のほか、上記に類するものとして市町村が認める事由に該当すること。
　
　４　過疎地域等

　　　　過疎地域等とは、次の地域をいう。（条例第６条第１項第２号ただし書き及び規則第９条）
　　　(1)　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２条第１項に規定する過疎地域

(2)　離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域に指定された地域

(3)　(1)及び(2)のほか、子どもの数の状況により、子どもの教育及び保育の場を特に確保する必要がある地域として知事が認める地域

第３　認定こども園の種類（条例第２条）
認定こども園には、次の３つの型を認めるものであること。

１　幼稚園型認定こども園　

次のいずれかに該当する施設

(1)　幼稚園教育要領に従って編成された教育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、在籍している子どものうち保育を必要とする子どもに対する教育を行う幼稚園

(2)　幼稚園及び保育機能施設のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備が一体的に設置されている施設であって、次に掲げる要件のいずれかに該当するもの

ア　当該施設を構成する保育機能施設において、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が確保されていること。

イ　当該施設を構成する保育機能施設に入所していた子どもを引き続き当該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行うこと。

２　保育所型認定こども園　

保育を必要とする子どもに対する保育を行うほか、当該保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所

３　地方裁量型認定こども園　

保育を必要とする子どもに対する保育を行うほか、当該保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育機能施設
第４　認定こども園の認定基準について（法第３条第５項、第８項、条例第４条から第
１０条）
認定こども園の認定を受けようとする者は、次の１から９のすべての要件を満たすことが必要であること。

１　設置者に関する認定基準（法第３条第５項関係）

(1)　認定こども園の設置者は、認定こども園の設備又はこれに要する資金及び施設を経営するために必要な財産があること。
必要な財産があるとは、次の①及び②を満たすものをいう。
①　施設の使用権

原則として、認定こども園の経営を行うために直接必要なすべての物件について所有権を有しているか、又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けていること。

ただし、次の要件を満たす場合は、国又は地方公共団体以外の者から貸与を受けていても差し支えないこと。
ア　原則として、地上権又は賃借権を設定し、かつこれを登記すること。
ただし、次のいずれかに該当する場合などのように、安定的な事業の継続性の確保が図られると判断できる場合は、地上権又は賃借権の登記は行わなくても差し支えないこと。
（ア）建物の賃貸借期間が賃貸借契約において１０年以上とされている場合
（イ）貸主が地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人、又は、地域における基幹的交通事業者等の信用力の高い主体である場合
イ　賃借料が、地域の水準に照らして適正な額以下であること。

ウ　賃借料の財源について、安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されていること。

エ　賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されていること。

②　運営資金

認定こども園の年間事業費の１２分の１以上に相当する資金を有していること。
(2)　認定こども園の設置者は、認定こども園を経営するために必要な知識又は経験を有すること。

　(3)　認定こども園の設置者は、社会的信望を有すること。

　(4)　認定こども園の申請者（管理者を含む。法人の場合は役員等を含む。）が、禁固以上の刑（関係法の場合は罰金を含む。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者でないこと。

　(5)　認定こども園の申請者（法人の場合は役員等）又は申請者と密接な関係を有する者が、認定こども園の認定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者でないこと。

(6)　認定こども園の申請者が、認定の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をしたものでないこと。

　※　社会福祉法人又は学校法人は(1)～(3)は適用しない。（ただし、確認は行う。）
２　設置区域に関する基準（法第３条第８項関係）

原則として、申請施設を認定することにより、施設所在地を含む区域における認定こども園等の利用定員の総数が、当該区域の必要利用定員総数を超えないこと。

３　教育及び保育に従事する職員の配置に関する基準（条例第４条関係）

次の(1)から(3)を満たす職員配置をすること。

(1)　子どもの年齢と数に応じた配置 

次に掲げる子どもの年齢と数に応じた数の職員を置くこと。
ア　満１歳未満の子どもおおむね３人につき1人以上

イ　満１歳以上満３歳未満の子どもおおむね６人につき1人以上

ウ　満３歳以上満４歳未満の子どもおおむね２０人につき１人以上
エ　満４歳以上の子どもおおむね３０人につき１人以上

なお、必要配置数の算定は、次の算定方法によること。

子どもの数を配置基準で除して小数点第１位まで求め（小数点第２位以下切捨て）、各々を合計した後に小数点以下を四捨五入する。

必要配置数＝（０歳児×1/3）+（（1歳児+２歳児）×1/6）

+（３歳児×1/20）+（（４歳及び５歳児）×1/30）

(2)　常時２人以上の配置

認定こども園の開園時間を通じて、２人以上の教育及び保育に従事する職員を置くこと。

(3)　学級担任の配置

１日に４時間程度幼稚園と同様に利用するもの及び１日に８時間程度保育所と同様に利用するものに共通する利用時間においては、満３歳以上の子どもについて、その数が３５人以下となるように学級を編制し、学級ごとに担当する職員（以下「学級担任」という。）を１人以上置くこと。

４　教育及び保育に従事する職員の資格に関する認定基準（条例第５条及び附則第２項関係）

認定こども園の教育及び保育に従事する職員は、次の資格を有する者であること。

(1)　満３歳未満の子どもの保育に従事する職員
保育士の登録を受けた者（以下「保育士」という。）であること。

(2)　満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員
幼稚園の教員の免許状を有する者であり、かつ、保育士であること。

(3)　経過措置

満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員については、次の経過措置　の適用があること。
幼稚園又は保育所等が認定こども園の認定の申請をする際現に当該幼稚園又は保育所等において子どもの保育に従事している職員は、幼稚園の教員の免許状を有する者は学級担任に、保育士である者は満３歳以上の子どものうち１日に８時間程度保育所と同様に利用する者の保育に従事することができること。

５　施設及び設備に関する認定基準（条例第６条･附則第３項及び規則附則第２項関係）

　　　　認定こども園の施設及び設備に関する認定基準は、次のとおりであること。
(1)　建物等の場所

認定こども園を構成する幼稚園及び保育機能施設の用に供される建物及びその附属設備が同一の敷地内又は隣接する敷地内にあること。
(2)　園舎

認定こども園の園舎の面積（満３歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、満２歳以上満３歳未満の子どもの保育の用に供する保育室、遊戯室その他の施設及び設備の面積並びに満２歳未満の子どもの保育の用に供する乳児室、ほふく室その他の施設及び設備の面積を除く。）が、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次表に掲げる学級数に応じた面積以上であること。
	学級数
	面　積

	１学級
	１８０平方メートル

	２学級以上
	３２０＋１００×（学級数－２）平方メートル


ただし、過疎地域等に存する保育所等が、保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって、(3)本文（満２歳未満の子どもの保育を行う場合にあっては、(3)本文及び(6)）に規定する基準を満たすときは、前表の面積を満たしていなくてもよいこと。
 (3)　保育室又は遊戯室

満２歳以上の子ども１人につき１．９８平方メートル以上の面積を有する保育室又は遊戯室が設けられていること。
ただし、過疎地域等に存する幼稚園又は保育機能施設が、幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって、(2)本文に規定する基準を満たすときは、満２歳以上満３歳未満の子ども１人につき１．９８平方メートル以上の面積を有する保育室又は遊戯室が設けられていること。
※保有面積は原則有効面積であること。
(4)　屋外遊戯場

ア　面積

次の（ア）及び（イ）の基準を満たす屋外遊戯場が設けられていること。

（ア）満２歳以上の子ども１人につき３．３平方メートル以上の面積を有すること。

（イ）満２歳以上満３歳未満の子どもの数に３．３平方メートルを乗じて得た面積に、次表に掲げる学級数に応じた面積を加えて得た面積以上の面積を有すること。
	学級数
	面　積

	２学級以下
	３３０＋３０×（学級数－１）平方メートル

	３学級以上
	４００＋８０×（学級数－３）平方メートル


ただし、過疎地域等に存する保育所等が保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって（ア）の基準を満たすときは（イ）の基準を、過疎地域等に存する幼稚園又は保育機能施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって（イ）の基準を満たすときは（ア）の基準を、それぞれ満たしていなくてもよいこと。
イ　場所の特例

過疎地域等に存する保育所等が保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって、次（ア）から（オ）を満たす場所が確保されている場合に限り、屋外遊戯場が同一の敷地内又は隣接する敷地内でなくてもよいこと。
（ア）当該認定こども園の付近に在ること。

（イ）子どもが安全に利用できること。
（ウ）子どもが日常的に利用できること。

（エ）子どもに対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。

（オ）前記ア（ア）又は（イ）（保育所型認定こども園にあっては、（ア））の基準を満たす面積を有すること。

(5)　調理室

調理室が設けられていること。
ただし、次に掲げる場合のいずれかに該当する場合は、調理室が設けられていなくてもよいこと。

①　幼稚園又は保育機能施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合（満３歳未満の子どもの保育を行わない場合に限る。）であって、次のア及びイの要件を満たす場合。
ア　後記９(10)のただし書きにより、満３歳以上の子どもに認定こども園の外で調理された食事の提供を行うこと。

イ　認定こども園において必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備が設けられていること。

　　　　②　幼稚園型認定こども園の認定を受ける場合であって、園内において調理する方法により食事の提供を行う子どもの数が２０人未満の場合であって、当該方法により食事の提供を行うために必要な調理設備が設けられていること。

 (6)　乳児室又はほふく室

満２歳未満児の子ども１人につき３．３平方メートル以上の面積を有すること。
※保有面積は原則有効面積であること。
(7)　経過措置

幼稚園又は保育所等が認定こども園の認定を受ける場合において、当該幼稚園又
は保育所等の施設及び設備が、次のアからウのいずれかに該当する場合は、過疎地域等に存する場合と同様の特例措置を受けることができること。

ア　条例の施行の際現に幼稚園若しくは保育所等の用に供されている施設及び設備
イ　条例の施行の際現に学校教育法第４条第１項又は児童福祉法第３５条第４項の規定による設置の認可が申請されている幼稚園又は保育所の用に供することとなる施設及び設備

ウ　前記イのほか、条例の施行の際現に新築又は改築の工事が行われ、又は完了している施設又は設備のうち、幼稚園又は保育所の用に供することとなるものであって、学校教育法第３条に規定する設置基準のうち幼稚園に係るもの又は児童福祉法第４５条に規定する最低基準のうち保育所に係るものを満たすものとして知事が認めるもの

６　教育及び保育の内容に関する認定基準（条例第７条関係）
全体的な計画の策定

次のア及びイを満たす教育及び保育に関する全体的な計画が策定されていること。

ア　幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえるとともに、幼稚園教育要領及び保育所保育指針に基づいたものであること。

イ　子どもの集団生活の経験年数が異なること等の認定こども園に固有の事情に配慮したものであること。
７　職員の資質の向上に関する認定基準（条例第８条関係）
(1)　研修計画の策定等

次のア及びイを満たすこと。
ア　認定こども園の長及び保育に従事する職員の資質の向上を図ることを目的とした研修の計画が策定されていること。

イ　前記アの計画が実施される体制が整備されていること。

(2)　留意事項
前記(1)の研修計画の策定等に際しては、次のアからウに留意すること。

ア　園の内外での研修の実施

認定こども園においては、教育及び保育に加え、保護者の子育てを自ら実践する力の向上につながるような子育て支援事業等多様な業務が展開されるため、認定こども園の長も含め、職員に対する当該認定こども園の内外の研修の幅を広げること。
イ　長の能力の向上
認定こども園の長には、認定こども園を一つの園として多様な機能を一体的に発揮させる能力や地域の人材及び資源を活用していく調整能力が求められるため、こうした能力の向上を図ること。

ウ　研修機会の確保のための体制づくり

認定こども園の内外での研修の機会を確保できるよう、勤務体制の組み立て等に配慮すること。
８　子育て支援事業に関する認定基準（条例第９条関係）
(1)　子育て支援事業の計画の策定等

次のア及びイを満たすこと。

ア　認定こども園の所在する地域の需要を、市町村と連携すること等により把握した子育て支援事業の計画が策定されていること。

イ　前記アの計画が保護者の要請に応じて適切に実施される体制が整備されていること。
　(2)　留意事項

前記(1)の子育て支援事業の計画の策定等に際しては、次の事項に留意すること。

　　　ア　地域の子どもへの支援

当該認定こども園の園児以外の地域の子どもに広く支援を行なうものであること。

イ　保護者の子育てを自ら実践する力の向上

単に保護者の育児を代わって行うのではなく、教育及び保育に関する専門性を十分に活用し、子育て相談や親子のつどいの場の提供等の保護者への支援を通して保護者自身の子育て力の向上を積極的に支援するものであること。
また、子育て世帯からの相談を待つだけでなく、認定こども園から地域の子育て世帯に対して働きかけていくような取組を行うものであること。
ウ　保護者の利用希望に応じた体制

子育て支援事業は、地域の需要に応じて開設するなど、保護者が利用を希望するときに利用可能な体制を確保すること。
エ　団体及び専門機関等との連携等
地域の子育てを支援するボランティア、ＮＰＯ、専門機関等と連携する等様々な地域の人材や関係機関と連携･協力を図るものであること。

　(3)　子育て支援事業の内容
　　　ア　保護者が相互の交流を行う場所の開設等により、保護者からの相談に応じ必要な情報提供及び助言を行う事業

　　　イ　地域の家庭において、保護者からの相談に応じ必要な情報提供及び助言を行う事業

　　　ウ　保護者の疾病などの理由により家庭において保育されることが一時的に困難となった子どもに対する保護を行う事業
　　　エ　保護者と地域の子育てサークル等との連絡及び調整を行う事業

　　　オ　地域の子育てサークル等に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業

　　　　

※　地域子ども・子育て支援事業の１つである地域子育て支援拠点事業とは、相互に独立した事業のため注意すること。
９　管理運営等に関する認定基準（条例第１０条及び規則第１０条関係）
　次の(1)から(12)を満たすこと。
(1)　認定こども園の長

認定こども園に一人の長を置くこととし、その者は、教育及び保育並びに子育て支援事業が一体的に行われるよう、当該認定こども園を管理し、及び運営する能力を有する者であること。

(2)　開園日数及び開園時間

開園日数及び開園時間が、保育を必要とする子どもに対する教育及び保育を適切に提供できるよう、保護者の就労状況等の地域の実情に応じて定められたものであること。

(3)　保育時間

保育を必要とする子どもに対する教育及び保育する時間が、子どもの保護者の労働時間その他の家庭の状況等を考慮し、１日につき８時間を標準として定められたものであること。

(4)　情報の開示

保護者が施設を適切に選択するために必要な情報を開示する体制が整備されていること。

(5)　子どもの公正な選考

障害のある子ども等の特別な配慮が必要な子どもの利用が排除されることのないよう、入園する子どもの選考が公正に行われる体制が整備されていること。

(6)　特別な配慮が必要な子どもの受入れ

市町村との連携を図り、特別な配慮が必要な子どもの受入れに適切に配慮する体制が整備されていること。

(7)  健康及び安全の確保

子どもの健康及び安全を確保する体制が整備されていること。
(8)　自動車の運行の見落とし防止
子どもの通園、園外における学習のための移動その他の子どもの移動のために自
動車を運行するときは、子どもの乗車及び降車の際に、点呼その他の子どもの所在
を確実に把握する事ができる方法により、子どもの所在を確認すること。
　 (9)　通園用の自動車への見落としを防止する装置の装備
通園を目的とした自動車（運行車席及びこれと並列の座席並びにこれらより一
つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を
勘案してこれと同程度に子どもの見落としのおそれが少ないと認められるものを
除く。）を運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の子どもの見落とし
を防止する装置（以下「ブザー等」という。）を備え、これを用いて条例第１０条
第８号に定める所在の確認（子どもの自動車からの降車の際に限る。）を行うこと。
　ただし、当該自動車を運行する場合であって、当該自動車にブザー等を備えるこ
とにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブ
ザー等を備えて条例第１０条第８号に定める子どもの所在の確認を行うことを要し
ない。この場合において、ブザー等の設置及び使用に代わる措置を講じて子どもの
所在の確認を行わなければならない。
(10)　保険等への加入

事故等が発生した場合に備えて、適切な保険や共済制度に加入していること。
(11)　計画の点検又は評価
前記５の教育及び保育に関する全体的な計画及び前記６の研修の計画の実施に
ついて、点検又は評価を行う体制が整備されていること。
(12)　食事の提供

認定こども園における子どもに対する食事の提供が、調理室において調理して
行われるものであること。
ただし、満３歳以上の子どもに対する食事の提供については、次のアからオの
要件を満たす場合には、当該認定こども園の外で調理されたものを搬入すること
ができること。
ア　認定こども園の体制

子どもに提供する食事を認定こども園の外で調理し、及び当該認定こども園に搬入する業務（以下「調理搬入業務」という。）に関し、衛生管理上、栄養管理上その他業務上必要な注意を果たし得る体制が整備されていること。

イ　栄養士による配慮
子どもに提供する食事の献立の作成等について、栄養士による必要な配慮がされる体制が整備されていること。

ウ　食育計画に基づく提供

子どもの発達の段階に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき子どもに食事を提供する体制が整備されていること。

エ　契約等に定める長の権限

認定こども園の長が調理搬入業務を行う者に対し、食事の提供に関する衛生管理上、栄養管理上その他業務上必要な指示を行う権限が契約等において定められていること。

オ　調理搬入業務を行う者の要件

調理搬入業務を行う者が、次の（ア）及び（イ）を満たす者であること。

（ア）子どもに提供する食事に係る調理施設及び食品の衛生管理を徹底するとともに、子どもに提供する食事を調理する業務を栄養管理に配慮して適切に遂行することができる者であること。

（イ）子どもに提供する食事の内容、回数及び時機について子どもの年齢及び発達の段階並びに健康状態及び体質に配慮された食事の提供ができる者であること。
第５　認定の申請（規則第３条関係）

法第４条第１項に規定する認定の申請は、次のとおり行うこと。

１　申請書類
認定こども園認定申請書（様式第１）

（添付書類）

(1)　設置者に関する書類（別記様式例第１号）

(2)　教育及び保育に従事する職員の配置に関する書類（別記様式例第２号）

(3)　教育及び保育に従事する職員の資格に関する書類（別記様式例第３号）

(4)　施設及び設備に関する書類（別記様式例第４号）

(5)　教育及び保育の内容に関する書類（別記様式例第５号）

(6)　職員の資質の向上に関する書類（別記様式例第６号）

(7)　子育て支援事業に関する書類（別記様式例第７号）

(8)　管理運営等に関する書類（別記様式例第８号）

(9)　その他知事が必要と認める書類

２　申請期限

事業開始予定日（認定希望日）の３月前までに提出すること。

ただし、幼稚園又は保育所の認可と同時に認定を希望する場合は別途指示する日までに提出すること。

３　申請書の提出先

　(1) 市町村立の場合
愛知県福祉局子育て支援課

　(2) 市町村立以外の場合

市町村以外の者で、認定こども園の認定を受けようとする場合は、施設の所在する市町村に申請書を提出すること。
提出を受けた市町村は、内容を確認の上、別紙様式による意見書を付して、愛知県福祉局子育て支援課あて申請書を提出すること。
４　提出部数

(1) 市町村立の場合

１部

(2) 市町村立以外の場合

２部（正１部、副１部：市町村用）

　５　留意事項

(1)　施設を構成する幼稚園の設置者と保育機能施設の設置者とが異なる場合には、これらの者が共同して申請すること。

　　(2)　認定基準を満たしていることを確認することが必要な場合には、ヒアリング及び施設への現地調査をすることがあること。

第６　認定事項等の変更の届出等（規則第６条関係）

法第２９条第１項の届出は、次のとおり行うこと。

１　届出書類

認定こども園認定事項等変更届(様式第３)

２　届出を要する事項

　　認定申請書の記載事項及び教育保育概要として周知された事項

３　届出期限

変更予定日の３０日前までに提出すること。

４　書類の提出先

(1) 市町村立の場合

愛知県福祉局子育て支援課

　(2) 市町村立以外の場合

市町村以外の者は、施設の所在する市町村に書類を提出すること。

提出を受けた市町村は、内容を確認の上、愛知県福祉局子育て支援課あて書類を提出すること。

５　提出部数

(1) 市町村立の場合

１部

(2) 市町村立以外の場合

２部（正１部、副１部：市町村用）

６　留意事項

(1)　軽微な変更について

幼稚園の収容定員又は保育所若しくは保育機能施設の入所定員の変更を伴うことなく、次の範囲内で一時的に受入枠の変更を行う場合は、届出は必要ないこと。

ア　保育を必要とする子どもの数の変更の場合

申請時の定員区分の子どもの数の１０分の１又は１０のいずれか少ない数

イ　保育を必要とする子ども以外の子どもの数の変更の場合

申請時の定員区分の子どもの数の１０分の１又は１０のいずれか少ない数

(2)　認定基準に関わる事項について
認定基準に関わる事項の変更については、別途認定基準に適合することが確認できる書類の提出が必要になるので留意すること。

第７　運営状況の報告等（規則第７条関係）

法第３０条第１項の規定による報告は、次のとおり行うこと。

開園１年目の施設については、その年度について、報告の必要はないこと。
１　報告書類

　　以下の書類について、前年度から変更のあったものについてのみ、関連の添付書類を提出すること。

認定こども園運営状況報告書（様式第４）

（添付書類）

(1)　設置者に関する書類（別記様式例第１号）

(2)　教育及び保育に従事する職員の配置に関する書類（別記様式例第２号）

(3)　教育及び保育に従事する職員の資格に関する書類（別記様式例第３号）

(4)　施設及び設備に関する書類（別記様式例第４号）

(5)　教育及び保育の内容に関する書類（別記様式例第５号）

(6)　職員の資質の向上に関する書類（別記様式例第６号）

(7)　子育て支援事業に関する書類（別記様式例第７号）

(8)　管理運営等に関する書類（別記様式例第８号）

(9)　その他知事が必要と認める書類
２　報告期限
毎年６月末日までに提出すること。
３　報告書の提出先

(1) 市町村立の場合

愛知県福祉局子育て支援課

　(2) 市町村立以外の場合

市町村以外の者は、施設の所在する市町村に報告書を提出すること。

提出を受けた市町村は、内容を確認の上、愛知県福祉局子育て支援課あて報告書を提出すること。

４　提出部数

(1) 市町村立の場合

１部

(2) 市町村立以外の場合

２部（正１部、副１部：市町村用）

５　留意事項

上記の運営状況の報告のほか、認定こども園の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、設置者に対し、認定こども園の運営に関し必要な報告を求めることがあること。
第８　認定の取消し等（法第７条関係）
１　認定の取消しの事由

次のいずれかに該当するときは、認定を取り消すことがあること。

(1)　認定の要件を満たさなくなったとき

(2)　認定こども園である旨の表示をしていないとき

(3)　変更の届出を行わなかったとき又は虚偽の変更届出を行ったとき

(4)　運営状況の報告を行わなかったとき又は虚偽の報告を行ったとき

(5)　設置者が次のいずれかに該当するに至ったとき
ア　禁固以上（法律によっては罰金以上）の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき
イ　役員等又は管理者が次のいずれかに該当する者となったとき
①　禁固以上（法律によっては罰金以上）の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき
②　認定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき

③　認定の申請前五年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき
(6)　認定申請書に虚偽の記載を行うなど、設置者が不正の手段により認定を受けたとき

(7)　その他、設置者が学校教育法、児童福祉法、私立学校法、社会福祉法若しくは私立学校振興助成法又はこれらの法律に基づく命令の規定に違反したとき

２　留意事項

(1)　認定後に、認定基準を満たしていることを確認することが必要な場合には、任意で施設の立入調査をすることがあること。

また、認定基準を満たしていないことが確認された場合及び立入を求めたが拒否され認定基準を満たしていることの確認ができない場合等は、認定を取り消すことがあること。

　　(2)　認定こども園の認定を取り消したときは、その旨が公表されること。

第９　関係機関との協議（法第８条関係）
１　認可権限等を有する機関との協議

認定こども園の認定及び認定の取消しに際しては、あらかじめ幼稚園及び保育所等の認可や指導監督の権限を有する下記の関係機関に協議するものとする。

	施設の種別
	協議先

	公立幼稚園
	県教育委員会

	指定都市又は中核市に所在する私立保育所
	指定都市又は中核市の長

	指定都市又は中核市に所在する保育機能施設
	指定都市又は中核市の長


２　市町村への照会等

認定こども園に関する事務を適切かつ円滑に実施するため、認定こども園を構成する幼稚園又は保育所等が所在する市町村には、地域の保育需要等について照会を行うほか、必要に応じて照会等を行うものとする。
附則

　　　この要領は、令和２年５月２７日から施行し、令和２年４月１日から適用する。

附則

　　　この要領は、令和３年７月９日から施行する。
附則

　　　この要領は、令和５年４月＊＊日から施行し、令和５年４月１日から適用する。
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